
 No.

ブルガリア共和国 

ビジネス人材育成センタープロジェクト

運営指導調査（中間評価）報告書 

 

平成 17 年 12 月 

独立行政法人 国際協力機構 

経済開発部 
 

経済 

JR 

05-111 
 



序 文 

ブルガリア共和国は、2007年の欧州連合加盟を目指して市場経済化を進めており、そのために

産業競争力を高めることが急務となっています。 

わが国は、これまで研修員受入や専門家派遣などを通じ、市場経済に適応しうる人材の育成面

で協力を行なってきており、特に 1999年から 3年間にわたり重要政策中枢支援「産業政策」プロ

ジェクトを実施し、ブルガリア経済省において行政面での人材育成、産業政策策定に必要となる

産業調査、輸出振興のための各種情報ツールの開発などを行ないました。 

同プロジェクトにより、公的セクターへの政策支援を実施したことを踏まえて、ターゲットグ

ループを経済活動の主体である企業経営者（特に、中小企業）に移し、市場経済化促進のもう一

方の牽引役である民間セクターの競争力を高めるべく、ブルガリア政府より新たな技術協力の要

請がありました。 

わが国は、この要請を受け、2003年 7月に事前評価調査を行ない、プロジェクトの基本計画及

び投入計画の概要について協議を行ないました。2004年 2月に実施協議調査団を派遣し、日本・

ブルガリア双方の責任分担や具体的な技術移転内容などについて最終的に合意した結果を協議議

事録（ミニッツ）に取りまとめた上、署名・交換を行ないました。 

本プロジェクトでは 2004年 3月から 3年間の予定でブルガリアの中小企業経営者が参加しやす

い実践的なビジネスリーダー育成にかかる新たなプログラムをブルガリア側と共同で作り上げ、

提供することにより、ブルガリアにおける民間セクターの競争力向上に貢献することを目的とし

て協力を実施しています。 

本調査においては、これまでのプロジェクト実績を確認し、評価５項目の観点から中間評価を

実施し、プロジェクトの改善に必要な申し入れや提言をするとともに、残りの協力期間の技術協

力計画に関する協議を行ない、それら結果をミニッツに取りまとめ、署名・交換を行ないました。 

本報告書は同調査団の調査結果をまとめたものです。 

ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本・ブルガリア両国の関係各位に対し深甚

なる謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。 
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第 1章 中間評価の概要 

1-1 調査団派遣の経緯 

1991年にブルガリアに対するわが国の援助が開始されて以来、市場経済化の促進は同国におけ

る開発課題のもっとも重要な位置を占めている。JICA では研修員受入や専門家派遣などを通じ、

市場経済に適応しうる人材の育成を図ってきた。 

特に 1999年から 3年間にわたり重要政策中枢支援「産業政策」プロジェクトを実施し、ブルガ

リア経済省をはじめとする行政面での人材育成、産業政策策定に必要となる産業調査、輸出振興

のための各種情報ツールの開発などの貢献を行なった。 

本プロジェクトは、上記プロジェクトで上流の政策支援を実施してきたことに鑑み、そのター

ゲットグループを経済活動の主体である（中小）企業経営者に移し、直接民間セクターの競争力

を高める支援を行なうことを意図するものである。 

ブルガリアの経済は、国有企業民営化の遅れ、不良債権問題等から国全体の経済活動が停滞し、

体制転換後からマイナス成長に苦しんできたが、1998年からはようやくプラス成長に転じ、それ

以降 3～5%の成長を現在まで維持するなど、マクロ経済は安定の兆しを見せている。一方、EU加

盟に向けて諸改革を実施中の同国にとって、外国直接投資の導入による経済発展は不可欠であり、

そのためには外国投資を受け入れる国内の優良企業を多く育成する必要があるが、過去の計画経

済の影響が残る民間企業、とりわけブルガリア企業全体の 99%を占める中小企業の経営ノウハウ

には問題点が多く、ブルガリア政府としてもビジネススキルの向上と企業家精神育成の施策を実

施している。しかしながら、現状では、中小企業経営者が実践的なスキルを得る機会がほとんど

なく、新たに実用的かつ容易に参加できるトレーニングプログラムの設立が急務とされている。 

かかる状況の中、国立ソフィア総合経済大学附属大学院をカウンターパートに、中小企業経営

者を対象にしたビジネスリーダー育成のためのコースが設立され、実践的な経営手法にかかるト

レーニングプログラムが整備されることを目的として、2004年 3月から 3年間の協力を実施して

いる。 

プロジェクト開始後、1年半が経過した 2005年 9月現在、長期専門家 2名、短期専門家延べ 7

名が派遣されており、カウンターパート 12名が本邦でのプログラムに参加した。 

 

1-2 調査団派遣の目的 

2005 年 9月を以って協力期間（2004 年 3月～2007年 3月）の中間点を迎えることから、以下

の諸項目の調査を目的として、本調査団を派遣した。 

(1) これまでの技術移転の進捗状況及びプロジェクトの実績を確認した上で、評価 5項目の観点

から中間評価を実施し、必要な申し入れ、提言を行なう。 

(2) 上記調査結果に基づき、後半部計画の見直し、修正を行なう。 

(3) その他、プロジェクト運営管理上の問題点を協議する。 
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(4) 協議結果をミニッツに取りまとめ、署名・交換する。 

 

1-3 調査団員構成 

氏名 分野 所属 

香川 敬三 団長／総括 独立行政法人国際協力機構 

ブルガリア駐在員事務所 所長（現地参団） 

仲上 健一 ビジネスコース運営 立命館アジア太平洋大学 副学長 

古谷 典子 評価分析 グローバルリンクマネージメント株式会社 

村上 聡 協力企画 独立行政法人国際協力機構 

経済開発部中小企業チーム 

 

1-4 調査期間 

平成 17年 9月 20日（火）～10月 3日（月） 

 ビジネスコース運営、協力企画団員は 9月 25日（日）に出発 

 調査日程は 15頁参照。 

 

1-5 対処方針 

以下の分野について協議する。 

(1) 中間評価の実施 

ア. 国立ソフィア総合経済大学附属大学院の現状 

イ. 投入実績の確認 

ウ. 技術移転の進捗状況（カウンターパートの技術レベル等） 

エ. 評価 5項目に基づく中間評価結果の取りまとめ 

 

(2) 後半部計画の見直し・修正 

ア. 計画管理諸表の見直し 

イ. 今後の投入についての再検討 

 

(3) 運営管理上の問題点 

 

1-6 評価調査の方法 

本評価では、『改訂版 JICA事業評価ガイドライン』に沿って、①プロジェクトの当初計画、②

現時点での計画達成状況および達成のための課題を確認し、③評価 5 項目（妥当性、有効性、効

率性、インパクト、自立発展性）に基づき評価を行なった。これらの結果を踏まえ、プロジェク
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トの今後のより効果的な実施のために、いくつかの対処案を合同調整委員会で協議し、ミニッツ

を締結した。 

 

具体的な調査方法は、以下のとおりである。まずは、プロジェクトの概要表であるプロジェク

ト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix: PDM）を見直した（1-6-1）。そして、同 PDM

に基づき調査項目を設定し（1-6-2）、それぞれの項目に対する情報収集・分析を実施した（1-6-3）。

なお、評価結果については第 3章に後述する。 

 

1-6-1 PDMの見直し 

今般の評価計画立案にあたり、評価の枠組みとなる PDMを見直した。 

 

(1) PDM1の改善すべき点 

中間評価以前に使用されていた PDM1は、プロジェクト開始当初よりモニタリングのベースと

して利用されていた。しかしながら PDM1には、「指標」が不明確で、目標値が設定されていな

いことから客観的なプロジェクト評価が実施できないという改善すべき点が見受けられた。 

 

(2) PDM改訂案に基づく PDM2の作成 

上記を踏まえて日本側調査団が準備した PDM改訂案につき、現地調査中にプロジェクト関係者

と協議が重ねられた。その結果、今後のプロジェクト実施の基本枠組みとなる PDM2が作成され

た（添付資料 2参照）。PDM1から PDM2への改訂内容は、第 2章にて説明する。なお、本中間

評価は、PDM2を基本に実施された。 

 

1-6-2 調査項目の設定 

「プロジェクト実績（投入、活動、アウトプット、プロジェクト目標達成度）」、「実施プロ

セス」、「評価 5 項目」について、それぞれ調査項目を設定した。本中間評価で重要な調査項目

は次のとおりである。 

 

(1) プロジェクトの進捗・達成状況を確認し、終了時（1年半後）までに、「プロジェクト目標

が達成可能か」、「終了後の持続発展性が確保される見込みか」を確認する。 

(2) 上記の課題に対する対処案を関係者より聴取する。 

 

詳細な調査項目と、各項目に対する情報収集方法をとりまとめた「評価グリッド」（添付資料

5参照）の概要として、主な調査項目を以下の表 1-6-2に示す。 
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表 1-6-2 主な調査項目 
大項目 中項目 調査項目 

0-1 投入実績 ブルガリア側および日本側の投入実績 
0-2 活動実績 各アウトプットを達成するための活動実績 
0-3 各アウトプットの達成状
況 

アウトプット 1～5の達成状況 

0-4 プロジェクト目標達成度
（見込み） 

「中小企業経営者のための実践的なビジネス人材育成

センターが IPSの中に確立される」度合い 
0-5 上位目標の達成度 
（見込み） 

 上位目標指標 1「プロジェクトで確立された研修コー
スに参加する中小企業経営者の経営手法が強化され、

それぞれの企業において具体的な成果が現れる」見込

み 
 上位目標指標 2「ブルガリア関連機関により、ビジネ
ス人材育成センターの実践的教育の質が維持され、セ

ンターがさらに発展する」見込み 
0-6 活動の進捗状況 プロジェクト進捗状況、モニタリング状況 
0-7 実施上の課題とこれまで
の取り組み 

添付資料のとおり 

0-8 実施体制と関係部署間の
連携状況 

添付資料のとおり 

0-9 C/Pの業務遂行状況 C/Pの数や能力の適切性、コミュニケーション、積極性

0. プロジェクト実績／

実施プロセス 

 
プロジェクトは何を達

成したか（する見込み

か） 

0-10 相手国実施機関の主体性 IPSのプロジェクトに対するオーナーシップ 
1-1 ブルガリア中小企業振興
分野における本プロジェ

クトの必要性 

ブルガリアにおける経済開発セクター、中小企業産業振

興における中小企業経営者育成戦略との適合性 

1-2 日本の開発援助政策との
適合性 

日本の国別援助計画 

1. 妥当性 

 

プロジェクト実施の正

当性、必要性はあるか 

1-3 プロジェクトの計画内容
やアプローチの適切性 

提供するコース内容と中小企業経営者のニーズや中小

企業経営者の育成にかかる講師陣のニーズとの整合性 
2-1 プロジェクト目標の達成
度合い 

上記「0-4プロジェクト目標達成度（見込み）」に同じ2. 有効性 

 

プロジェクト目標は達

成される見込みか 
2-2 阻害・促進要因、成果・外
部条件との因果関係 

促進・阻害要因の確認、新たに追加あるいは削除すべき

「アウトプット」「活動」の確認 
3-1 「投入」の適正度  C/Pの配置、供与施設、プロジェクト運営費の適正度、

C/Pの業務管理体制 
 専門家派遣、研修員受入、供与機材の適正度 

3-2 成果（アウトプット、プロ
ジェクト目標）の達成度 

上記「0-3各アウトプットの達成状況」「0-4プロジェク
ト目標達成度（見込み）」と同じ 

3．効率性 

 

プロジェクトは効率的

に実施されているか 

3-3 プロジェクトの支援体制 JICA 事務所・本部、国内委員会の支援状況、合同調整
委員会の有用性 

4-1 上位目標達成の見込み 上記「0-5上位目標の達成度（見込み）」と同じ 
4-2 他のプラスのインパクト プラスの波及効果の事例 

4. インパクト 

 

プロジェクトの長期的、

波及的効果はあるか 
4-3 マイナスのインパクト マイナスの波及効果の有無確認 

5-1 組織的自立発展性 プロジェクトの継続実施体制、IPS の今後の方向性、位
置づけ 

5-2 財政的自立発展性 MSDCの研修予算の確保（特に資金出所の確認） 
5-3 技術的自立発展性 講師陣への技術移転度とその定着度、機材維持管理能力

5. 自立発展性 

 

JICA の協力終了後、

その効果は持続する

か 5-4 自立発展性の阻害・促進要
因 

左記のとおり 
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1-6-3 情報の収集と分析 

前述の調査項目について、以下の方法に基づき情報を収集した。 

 

(1) 文献資料調査 

事前評価調査報告書、実施協議調査報告書、実施協議の際のミニッツ（R/D ではなくミニッツ

が作成・署名された）、運営支援調査報告書、専門家業務完了報告書、国別研修業務完了報告書、

技術協力プロジェクト事業進捗報告書、マンスリー・アクティビティー・レポート、その他プロ

ジェクト関連資料。 

 

(2) 質問票および質問票に基づくインタビュー調査 

 質問票に基づく C/Pへの個別インタビュー（計 6名）。 

 在任中の長期専門家に対する質問票調査と個別インタビュー（計 2名）。 

 関連機関（経済エネルギー省、中小企業振興庁、IPS）への質問票 

 

(3) 現場観察 

研修コース実施場所視察、開発された研修教材の閲覧、調達された資機材の視察 

 

1-6-4 評価説明会の開催 

カウンターパート機関との協議の初日に、C/P、長期専門家を対象に評価説明会を開催し、中間

評価調査の目的、評価手法や PDMの説明を行なった。この場で、中間評価に対する認識を関係者

間で共有した。 

 

1-6-5 結論の導出および報告 

本評価調査の分析結果をもとに、ブルガリア側および日本側関係者と協議を行ない、その結果

をミニッツ（別添資料）として取りまとめ、署名･交換した。 
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1-7 調査結果一覧表 

I  全 般 

1 中間評価の実施    

(1) 中間評価の目的

と主旨の理解 

・ プロジェクト開始後、１年半が経過

したことから、以下を目的として中

間評価を実施する必要がある。 

ア 技術協力の進捗状況を確認した

上で、評価５項目に基づき、プロ

ジェクト中間評価を実施する。 

イ 上記調査結果に基づき、後半部計

画の見直し・修正を行なう。 

ウ その他、プロジェクト運営管理上

の問題点等を協議する。 

左記について説明し、理解を得る。

 

・ 終了時評価の際に最終的に評価

を行なう視点である評価 5 項目

について再度説明し、理解を得

る。 

・ 左記についてブルガリア側に説

明し、理解を得た。 

・ 左記について確認し、終了時評

価を2006年9月頃に実施予定で

あることを説明し、その旨ミニ

ッツ本文に記載した。 

(2) 既存の計画管理

諸表の確認・見

直し 

 ･ 以下の計画管理諸表をもとに中

間評価を行なっていくことを確

認する。 

・ 左記についてブルガリア側に説

明し、理解を得た。 

ア PDM ・ 2004 年 2 月の実施協議調査時に現

在の PDM が合意され、プロジェクト

の進捗管理に用いられている。プロ

ジェクト開始後、進捗にあわせて当

初の投入計画から変更されており、

中間評価を機に見直しが必要。 

・ プロジェクトの進捗にあわせて

投入の見直しを行ない、改訂PDM

を作成し、ミニッツに添付する。

･ プロジェクト開始後の実情に合

わせて投入の見直しを行ない、

あわせて指標についても以下の

とおり具体化し、PDM Version 

No.2 を作成し、ミニッツに添付

した。 

･ 指標について具体的な数値が記載

されていないものが多いため、終了

時評価の際に達成度を測る目安と

するため、数値目標を具体化する。

 ・ 以下のとおり具体的な数値目標

を設定した。 

（指標） 

（プロジェクト目標指標 1） 

･ 指標が「・・・provisionally 500」

であるが、終了時評価における達成

度測定の目安となる数値（目標値）

を決定する必要あり。 

･ プロジェクト目標の指標 1 に表現

される「参加者した企業経営者数」

とあるが、これはコースを正式に終

了した者の数であるのか、中退者も

当該数に含まれるのか、という正確

な定義づけが不明であり、そこを明

らかにする。 

･ そこで、卒業生のみを指すので

あれば、ex-participants 

(graduates, those who 

completed the newly 

established courses)と言い換

えることで明確にする。 

･ 1 コース当たりの卒業者数はこ

のままのペースの場合、平均 20

～30 名と予想され、500 という

数値目標は達成困難。 

･ 案としては、数値目標を現実的

な線で修正もしくはレギュラー

コース参加者＋単発のセミナー

参加者数という指標を入れ、合

計数で 500 に近づける。 

 

改訂案： The number of 

ex-participants of Corporate 

managers in the newly 

established courses reaches ***.

･ 提案をもとに議論し、検討した

結果、以下の表現（改訂後）と

することが合意された。 

議論のポイント： 

･ MSDCの提供するプログラムへの

参加者数の合計目標値を 500 と

する。 

･ MSDC の提供するプログラムと

は、レギュラーコースのみなら

ず、単発のセミナーなどを含む。

･ 上記 500 名の内の 150 名に関し

てはレギュラーコースの参加者

とする。 

･ レギュラーコースの参加者は、

卒業できなかった者の数も含め

る。 

改訂後： 

1. The number of participants in 

the programmes provided by the 

MSDC reaches 500 by the end of the 

project.  More than 150 among 

the above-mentioned 500 are 

required to be the participants 

in the regular courses. 

 (MSDC stands for Managerial 

Skills Development Center that 

is the formal name in English for 

the practical business skills 

training center.) 

2. More than 70% of the 

participants in regular courses 

evaluate the courses as 

“practically applicable” to 

their own management.



 

調査項目 過去の調査結果、現状、および課題 対処方針 調査・協議結果 
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（アウトプット指標 1） 

･ 「プロジェクトの活動を通して、実

践的見地から改善された、あるいは

策定された研修カリキュラムの数

と種類」と表現されている。 

 

･ おおよそどのくらいの数と種類

をプロジェクト終了までに目標

とするべきかを具体的な数値と

して表す。 

･ 「プロジェクト終了までに」な

ど、指導教材や手法が開発され

る期限を明確に示しておく。 

 

改訂案： By the end of the 

Project, seven(7) in three(3) 

kinds of training curriculum 

improved (from practical aspect) 

or set up through the Project 

activity.

･ 提案をもとに議論し、検討した

結果、以下の表現（改訂後）と

することが合意された。 

議論のポイント： 

･カリキュラムの種類とは、レギュ

ラーコース、単発セミナー、カ

スタムメイドの相違を持って種

類として数え、3種類とする。 

･ 1 種類のもとに可能性としては

複数のカリキュラムが存在しう

るが、上記 3 種類のもとに、今

後開発・改善されるカリキュラ

ムも数え上げ、合計で 4 以上の

カリキュラム数となることが目

標値として設定する。 

 

改訂後： 

1. By the end of the project, more 

than four (4) training curricula 

in three (3) kinds are improved 

(from practical aspect) or set up 

through the project activity.

 

（アウトプット指標 2） 

･ 量的には、各コース一つの指導教材

と手法ということがわかるが、その

質的な面については問う指標が必

要。 

･ 各コースの指導教材及び手法が

ブルガリアのニーズに適合する

度合いを見るために、卒業時の

アンケート調査で、「参加者（中

途退学者を含める）の 70%以上

が指導教材・教育手法に満足す

る」と追加。 

･ 「プロジェクト終了までに」な

ど、指導教材や手法が開発され

る期限を明確に示しておく。 

 

改訂案： 2-1 By the end of the 

Project, teaching materials and 

methods suitable for Bulgarian 

needs are made for each course in 

a documental form. 

追加：2-2 By the end of the 

Project, more than 70% of the 

participants is satisfied with 

the teaching materials and 

methods they experienced in the 

business courses.

･ 提案をもとに議論し、検討した

結果、以下の表現（改訂後）と

することが合意された。 

議論のポイント： 

･ 各教科についてシラバスと教材

が書面にて準備される。 

･ 教育手法については、全体に関

わることであり、各教科ごとで

はなく、実践的な手法について

簡単に取りまとめたもの 1 点が

書面にて準備される。 

 

改定後： 

2. Teaching materials and 

syllabus for each subject and the 

manual for the methodology are 

prepared in a documental form.



 

調査項目 過去の調査結果、現状、および課題 対処方針 調査・協議結果 
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（アウトプット 3） 

･ 改善された研修コースに最低 1 名

という「数」のの目標は示されてい

るが、その質、どのような条件を満

たせばカウントされるべき 1 名と

なるのかが不明確。 

･ 確認手段としてコース卒業生や

講師陣へのアンケート調査や日

本人専門家の報告書があげられ

ているが、「1 コースで 1 コマ

以上の講義を英語で行なう」等

の条件を設定。 

･ 「プロジェクト終了までに」な

ど、配置される期限を明確に示

しておく。 

改訂案： By the end of the 

Project, more than one (1) 

lecturer / instructor is trained 

and assigned for  each improved 

training course.  The 

qualification of the trained 

lecturer / instructor is to be 

capable of performing more than 

one lecture in English 

independently.

･ 提案をもとに議論し、検討した

結果、以下の表現（改訂後）と

することが合意された。 

議論のポイント： 

･ 管理運営者と講師では厳密には

求められるものが異なることか

ら、2 つの指標に分けることで

明確化した。 

･ 「MSDC の理念を理解し、ビジネ

スコースを管理運営、推進して

いくことのできる管理運営者が

1 名以上確保されること」を指

標の 1つとする。 

･ 「プロジェクトで開発された手

法を用い（て授業を提供でき）

ることのできるブルガリア人講

師（カウンターパート）が、そ

の半分以上となること」を指標

の一つとする。 

 

改訂後： 

3-1. More than one (1) manager 

who are capable of performing the 

practical business management 

courses are secured for MSDC. 

3-2 More than half of the 

Bulgarian lecturers are capable 

of carrying out the methodology 

developed in the project.

 

（アウトプット 4） 

･ 「ソフィアおよびその郊外におけ

る企業経営者からの研修コースへ

の申し込み者数」と表現。 

･ どのくらいの数をプロジェクト

終了までに目標とするべきかを

具体的な数値として表す。 

 

改訂案： By the end of the 

Project,  the number of 

application for the courses from 

corporate managers in Sofia and 

its suburban areas is, on 

average, more than twice of 

intake capacity of business 

training center.

･ 提案をもとに議論し、検討した

結果、以下の表現（改訂後）と

することが合意された。 

議論のポイント： 

･ リクルート能力を測るために、

情報が到達したことを示す一つ

の証として、問合せ件数を採用。

･ 現時点における 1 セメスターに

つき、平均入学者数が約 30 名で

あることから、その 3 倍程度の

問合せ数として算出した。 

･ 算出根拠については、計算式を

脚注として付した。 

 

改訂後： 

4. The number of inquiry for the 

regular courses is more than 90 

per semester. (See note 1)

 

Note 1: 90=30 (the estimated 

number of course takers on 

average) ×3



 

調査項目 過去の調査結果、現状、および課題 対処方針 調査・協議結果 
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 （アウトプット 5） 

･ IPS内に設置されるべき卒業生への

相談部局の設置が不明瞭。 

･ 現在のままでは、設置された相談部

局がどのようなサービスを提供で

きるのかが不明確。 

･ 指標を 2 つに分割。一つは研修

修了生の継続的モニタリングを

確保する指標、もう一つを IPS

内に相談部局が設置されたと判

断できる条件を示すことで、そ

の実現を確保する指標にする。 

 

改訂案：  

5-1 By the end of the 

Project, continuous monitoring 

of he ex-participants is 

regularly done by questionnaire 

survey. 

5-2 By the end of the 

Project, at least 1 full-time 

specialist or more than 3 

concurrent lecturers for 

after-consulting, aiming at 

assisting ex-participants, 

should be appointed to be the 

consulting staff as the 

after-consulting service bureau 

in IPS.

･ 提案をもとに議論し、検討した

結果、以下の表現（改訂後）と

することが合意された。 

議論のポイント： 

5-2 の表現において、allocated

ではなく、secured という単語

を選択した根拠として、ブル

ガリア側の理解では前者が予

算配置を伴う人員の指名・配

置と定義されることに対し、

後者は必ずしも予算配置がな

されずとも、（兼任などで）

実質的な人員（機能）が確保

されることを示すものという

理解のもとに合意された。 

 

改訂後： 

5-1 Continuous 

monitoring of the 

ex-participants is regularly 

done by questionnaire survey. 

5-2 By the end of the 

project, at least one 

administrative personnel is 

secured for liaison function 

between ex-participants and the 

lecturers of MSDC for 

after-consulting service in 

IPS.

（投入） ･ 投入がプロジェクト開始後の現状

と必ずしも一致していない。 

･ C/P 本邦プログラムについて、実施

協議調査ミニッツで 1ヶ月、6ヶ月

としていたものがそれぞれ現実的

な日程として 3週間、3ヶ月となっ

たが、期間変更の際の手順の不備に

より先方経済省よりクレームが出

たことがある。 

･ 現状に合わせた期間を明示す

る。 

･ C/P 本邦プログラムについて現

実にあわせた期間をミニッツ本

文に明示した。 

･ IPS 講師研修については 2 ヶ月

（APU と合意済み）、中小企業

経営者研修については 2～3 週

間（東海大学と今後この枠内で

確定する必要があるため）とし

た。 

（関係機関） ･ プロジェクト開始時にあった先方

C/P 機関の Agency for Small and 

Medium-sized Enterprises (ASME、

中小企業庁)と Bulgarian Trade 

Promotion Agency(BTPA、輸出振興

庁)が統合してBulgarian Small and 

Medium Enterprises Promotion 

Agency（中小企業振興庁）に編成。

･ PDM 上の名称を変更。 ･ 左記のとおり Bulgarian Small 

and Medium Enterprises 

Promotion Agency（中小企業振

興庁）に名称を変更した。 

･ Ministry of Economy（経済省）

も Ministry of Economy and 

Energy（経済エネルギー省）に

組織改編がなされていたため、

これについても変更した。 

（協力期間） ･ 2004 年 3 月の長期専門家派遣を以

ってプロジェクト開始とし、3年間

で 2007 年 3 月に終了予定。 

･ 中小企業経営者研修を 3 月末か

ら 4 月上旬にかけて実施してお

り、2007 年度も同じ時期が想定

されるため、その研修の終了を

以ってプロジェクト終了とする

ため、協力期間は 2007 年 4 月ま

でとする。 

･ 企画･調整部に確認のうえ、JICA

の他の用例も考慮に入れた上、

以下のようにミニッツ本文に記

載した。｢実施協議に合意したと

おり、プロジェクトは 2007 年 3

月に終了する。但し、中小企業

者研修については日程の都合上

3 月末から 4 月半ばにかけて実

施する。｣ 

イ 活動計画（PO） ･ 2004 年 2 月の実施協議調査時に合

意されている。プロジェクト開始後

の実際の投入にあわせて改訂が必

要。 

･ プロジェクト開始後の実際の投

入にあわせて改訂版を作成し、

ミニッツに添付する。 

･ 左記について、実際の投入にあ

わせて改訂の上、ミニッツに添

付した。 



 

調査項目 過去の調査結果、現状、および課題 対処方針 調査・協議結果 
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 ･ 以下のとおり、評価 5 項目に基

づきレビューを行ない、結果を

ミニッツに添付する。 

 

 ア 妥当性 

「プロジェクト目標」「上位目標」

はプロジェクトの目標として意味

があるかどうかを検討する。 

妥当性は極めて高い。 

組織改変された経済エネルギー省

により、2000～2006 年の期間を対

象とする「中小企業振興国家戦略」

を通じた中小企業振興を産業の競

争力強化の一貫として支援してお

り、当該プロジェクトの目指すこ

とがブルガリア国政策と合致する

ことが改めて確認されたこと、ま

た、日本の対ブルガリア政策と合

致すること、さらに、そのために

中小企業経営者を育成する講師や

コース管理運営者の強化というニ

ーズが存在していることから、当

プロジェクト目標、上位目標は中

間評価の時点において妥当であ

る。 

 イ 有効性（目標達成度） 

「アウトプット」によって「プロ

ジェクト目標」がどこまで達成さ

れたか、あるいは達成される見込

みであるかを検討する。 

設定された 5 つのアウトプットの

着実なる実現によりプロジェクト

目標に向けプロジェクトが進捗し

ていることから、有効性は高いと

判断できる。 

 ウ 効率性 

実施過程における生産性。「投入」

が「成果」にどのようにどれだけ

転換されたかを検討する。 

投入されたものが、アウトプット

に効果的に転換されていることか

ら、効率性は概ね高いと判断でき

る。 

(3) 評価 5 項目に基

づくプロジェク

トの進捗状況の

レビュー 

 エ インパクト 

プロジェクトが実施されたことに

よる生ずる直接的・間接的な正負

の影響を検討する。 

すでに卒業生は、当該コースで獲

得したビジネス・スキルを実際の

経営に応用し始めている（例：TQM、

HR planning 、 Innovation 、 

Marketing、PR strategy、Quality 

Control、 SGA など）ことから、長

期的なインパクトが発現し始めて

いると言える。 

また、個人主義の強いブルガリア

にあって、コース参加者やその指

導にあたる講師陣の間において

も、チームワークの重要性が実感

され始めているなどインパクトは

大きい。 
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  オ 自立発展性 

プロジェクトの終了後も、プロジ

ェクト実施による便益が持続され

るか、プロジェクトの自立度を検

討する。 

MSDC でビジネスコースの教鞭をと

るカウンターパートとして配置さ

れた IPS の講師は、新しい教育手

法を吸収し、当プロジェクトのコ

ンセプトをさらに展開していく能

力を着実に身につけており、また、

IPS への定着率も極めて高いこと

から、技術的な観点からの自立発

展性は高い。 

また、本プロジェクトが推進する

革新的なビジネスコースを展開す

る国立大学に付属する機関として

IPS が、中小企業振興に果たす役割

の重要性がブルガリア政府にも認

識されており今後の政策的支援が

見込まれ、組織的な観点からの自

立発展性についても高いと判断で

きる。しかしながら、経済的自立

発展性については、今後の財源の

確保に関して一定の条件が確保さ

れなければ、高いと判断すること

は困難である。すなわち、ビジネ

ス人材育成センターの運営財源が

主として授業料に依存することが

予定されているため、それに対応

する教授陣の拡大や、現在の MSDC

のセールス・ポイントである日本

人講師の招聘やブルガリア人研修

生の日本派遣をプロジェクト終了

後どのように展開していくのかを

財政的観点から検討し、確保する

という条件が満たされた場合に、

経済的観点からの自立発展性が高

いと表現できる。 

II  投入実績の確認 

2 プロジェクトの進捗状況 

(1) これまでの投入

実績 

   

ア 日本側    

(ア)専門家派遣 

a 長期 

 
 
 
 
 
 

b 短期 

 

【2005 年 9月までの実績：のべ 2名】

･ ビジネス人材育成センター／経営

戦略 

 松崎 浩（2004/3/21-2006/3/20） 

･ マーケティング及び販売促進 

 追谷 和夫（2004/3/24-2006/3/23）

 

【2004 年度の実績：のべ 4人】 

･ 生産管理 

 松田 勲（2004/10/2-2004/12/17）

･ マーケティング・戦略 

 飯山 修（2004/11/9-2004/11/23）

･ 現場改善指導 

 松田 勲（2005/1/12-2005/3/25） 

･ 日本的経営 

 中田 行彦（2005/2/14-2005/2/28）

【2005年度9月までの実績：のべ3人】

･ TQM・品質管理 

 松田 勲（2005/5/15-2005/6/3） 

･ マーケティングと顧客対応 

 飯山 修（2005/7/26-2005/8/10） 

･ 日本の経営 

 久原 正治(2005/9/4/2005/9/13) 

･ 実績を確認し、結果をミニッツ

に添付する。 

･ 左記について確認の上、結果を

ミニッツに添付した。 
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(イ)研修員受入 【2004 年度実績：のべ 12 名】 

･ ビジネス人材育成センター運営手

法（2004/7/19-2004/8/6） 

 Iordan BLIZNAKOV 

 Bojana NEDELTCHEVA 

 

･ ビジネス人材育成センター指導手

法 

（2004/11/21-2005/2/16） 

 Antoaneta VASSILEVA 

 Ivan STOYCHEV 

 

･ 中小企業経営者プログラム 

 （2005/3/27-2005/4/9） 

 Nina KRUSHEVA 

 Silvia MONOVA 

 Iliya KRASTEV 

 Petko IVANOV 

 Dimo YORDANOV 

 Boyan KARSHAKOV 

 Ivaylo FILIPOV 

 Todor VASEV 

・ 実績を確認し、結果をミニッツ

に添付する。 

･ 左記について確認の上、結果を

ミニッツに添付した。 

(ウ)機材供与 ･ プロジェクトチームにて資料取り

まとめ中。 

･ 実績を確認し、結果をミニッツ

に添付する。 

･ 左記について確認の上、結果を

ミニッツに添付した。 

(エ)現地業務費 ･ 2003 年度 

 0 円 

･ 2004 年度 

 6,175 千円 

･ 2005 年度予算 

 4,632 千円（9月までの実績） 

･ 現地業務費の執行管理状況を、

帳簿・備品管理簿等により、確

認する。 

･ 左記について確認の上、結果を

ミニッツに添付した。 

イ ブルガリア側    

(ア)予算 ･ 2003 年度 

 

･ 2004 年度 

 

･ 2005 年度予算 

 (2005 年度 9月までの実績) 

ミニッツ時の計画に対する実績額

を確認し、ミニッツに添付する。 

･ 左記について確認の上、結果を

ミニッツに添付した。 

(イ)人員配置 ･ 現在の C/P 配置状況は以下のとお

り 

(Management level) 

Iordan BLIZNAKOV 

Bojana NEDELTCHEVA 

 

(Counterpart lecturer of Japanese 

experts) 

Antoaneta VASSILEVA 

Ivan STOYCHEV 

Mlanka Slabova 

Jivko Graganov 

･ 実績を確認し、結果をミニッツ

に添付する。 

･ C/P の日常業務の現状を聴取す

る。 

･ 左記について確認の上、結果を

ミニッツに添付した。 

･ カウンターパートは、毎週一回

の定例会議において、プロジェ

クト管理運営者、講師陣、日本

人専門家とともにプロジェクト

運営に必要な情報交換・議論を

行ない、業務を進めており、チ

ームとしてのプロジェクト推進

が図られている。 

･ この他にも、日常での会話など

インフォーマルなチャンネルを

通じての連携もあり、総合的は

コミュニケーションが図られて

いる。 

･ 上記会議やセミナーなどを通じ

て、それぞれが学んだ新しい手

法や知識などの共有が講師間に

おいて推進されている。 

･ 新たに任命された IPS 所長に対

しても、プロジェクトマネージ

ャー（ネデルチェバ IPS 副所長）

を通じて情報が提供されてい

る。今後は、ミニッツ（定例会

議の）も英語からブルガリア語

に訳したものを所長に提供する

方向。 

(ウ)機材 ･ プロジェクトチームにて資料取り

まとめ中。 

･ 機材の利用状況を取りまとめ、

ミニッツに添付する。 

左記について確認の上、結果をミ

ニッツに添付した。 



 

調査項目 過去の調査結果、現状、および課題 対処方針 調査・協議結果 

 

- 13 - 

III  今後の投入計画（2005 年度下半期及び 2006 年度） 

今後の投入計画の策

定 

 ･ ブルガリア側に対し、投入計画

の人数、金額等については、今

回の調査の結果を踏まえた上

で、最終的には予算及びリクル

ート可能な範囲内で確定する旨

を説明し、理解を得る。 

･ 左記のとおり説明し、理解を得

た。 

1 日本側の投入予定    

(ア)専門家派遣 

a 長期 

 

 

 

 

 
b 短期 

 

 

･ ビジネス人材育成センター／経営

戦略 

 松崎 浩（2004/3/21-2006/3/20） 

･ マーケティング及び販売促進 

 追谷 和夫（2004/3/24-2006/3/23）

 

【2005 年度・10 月以降の計画】 

･ 動機付けとチームビルディング 

･ 企業の社会的責任 

【2006 年度計画】 

・プロジェクトの進捗に応じて最大 6

名を派遣 

･ 左記についてプロジェクト専門

家及びブルガリア側と協議し、

結果をミニッツに記載する。 

･ 2006 年 3 月以降については、現

地における各種調整が引き続き

必要であると考えられるとこ

ろ、1 名の長期専門家継続派遣

を基本に現地で意見聴取を行な

う。 

･ 左記について協議し、結果をミ

ニッツ本文に添付した。 

･ IPS 側より長期専門家の任期を

プロジェクト終了まで延長して

ほしいとの希望が出された。IPS

よりかかる希望があった旨をミ

ニッツ本文に記載した。 

･ 短期専門家についてはプロジェ

クトの進捗に応じて、2005 年度

後半 2-3 名、2006 年度 5-6 名と

した。 

(イ)研修員受入 【2005 年度計画】 

･ ビジネス人材育成センター指導手

法 

 2 名 

 （2005/10-2005/12、2 ヶ月） 

･ 中小企業経営者研修 

 最大 8名 

 （2006/3-2007/4、最大 2週間半） 

 

【2006 年度計画】 

･ ビジネス人材育成センター指導手

法 

 2 名 

 （2005/10-2005/12、2 ヶ月） 

･ 中小企業経営者研修 

 最大 8名 

 （2006/3-2007/4、最大 2週間半） 

左記についてブルガリア側と協議

し、結果をミニッツに記載する。 

･ 左記について協議し、結果をミ

ニッツ本文に添付した。 

･ なお、今年度のビジネス人材育

成センター指導手法（2 名）に

ついては、別途実施時期を 2006

年 3 月末から 5 月末までの 2 ヶ

月とすることで合意済み。 

 

(ウ)機材供与 ･ 専門家の活動に必要な小規模な機

材のみ必要に応じて供与する。 

･ 左記についてブルガリア側に説

明の上、結果をミニッツに記載

する。 

･ 受講者増加の際の講師用装着マ

イク等小規模でない機材も想定

されるため、「プロジェクト実

施に必要な機材」とし、ミニッ

ツ本文に記載した。 

2 ブルガリア側の投

入予定 

 ･ ブルガリア側の投入予定を聴取

し、記載する。 

･ これまでと同じく 6 名が C/P と

なることが確認された。 

･ プロジェクト実施に必要で日本

側からは供与されない機材につ

いてはブルガリア側が適宜購入

する旨ミニッツ本文に記載し

た。 

V その他 

(1) IPS の将来的方

向性について 

   

  ･ IPS の将来的方向性について 1

年半後のプロジェクト終了を見

据えつつ、ブルガリア側に終了

後のビジネスコースの展望を聞

き取る。 

･ ネデルチェバ副所長の下でプロ

ジェクト終了時までに IPS を上

部組織である国立ソフィア総合

経済大学から独立した法人にす

る構想がある。独立法人とする

ことで大学本体に影響されずに

柔軟に活動を拡大していくこと

が可能であるようだが、資金面、

大学との関係等円滑に進むのか

不透明な部分が多く、プロジェ

クト終了後の自立発展性との関

連からも注視していく必要あ



 

調査項目 過去の調査結果、現状、および課題 対処方針 調査・協議結果 

 

- 14 - 

り。 

･ EU 加盟に備えて、法律が改訂さ

れ、EU 加盟国の大学がブルガリ

ア国内に大学を設立できるよう

になるなど教育機関間の競争激

化が予想される中、プロジェク

ト終了後も日本側とのコミュニ

ケーションを続けてビジネスコ

ースの差別化・発展を図ってい

きたいとの表明がなされた。 

 ･ 2005 年 6 月に松崎専門家がアルメ

ニア中小企業人材育成プロジェク

ト事前評価調査に参加し、本プロジ

ェクト紹介の上、人材交流・特別講

義等の可能性を提案。 

･ JICA アジア第二部から本プロジェ

クトを紹介されたグルジア商工会

議所職員が、IPS を訪問し、将来の

協力の可能性につき意見交換を行

なった。 

･ 周辺国との連携について具体的

なイメージについて意見を聞き

取る。 

･ 現在グルジア、アルメニアの

JICAプロジェクトとの連携が最

も可能性がある。IPS としては

それらの連携を行なう用意はで

きているとのことであるため、

JICAからプロジェクト進捗にか

かる情報提供をするよう希望が

出された。 

  ･ 今後の課題について調査し、改

善案について協議の上、結果を

ミニッツに記載する。 

プロジェクトの課題は、プロジェ

クト終了後の自立発展性をいかに

残りの期間で確保していくかにあ

る。そこで、プロジェクト終了後

の自立発展性を確保するために、

終了までの約 1年半の間に、以下 3

点について行動を起こすようにプ

ロジェクト側に対し提言した。 

(1) MSDC の財政的観点からの自立
発展性を確保することを目的

として、現在検討されている

計画や可能性を実現するため

に必要な行動を起こすこと、 

(2) プロジェクト実施におけるブ
ルガリア側イニシアティブの

さらなる促進を図ること、 

(3) 将来の協力パートナーである
周辺国とのネットワーキング

活動をさらに推進すること。 

 

加えて、本プロジェクトの成果を

踏まえ、日本側とのコミュニケー

ションを通して将来における MSDC

の更なる発展を促進する決意がブ

ルガリア側から表明された。 

 

 



 

調査日程 

日数 日付 曜日 時間 
団長／ビジネスコース運営 

／協力企画 
評価分析 

1 9/20 火   日本→ウィーン→ソフィア 

9:30-10:30 JICA 事務所打合せ 

11:00-11:45 C/P へのインタビュー、資料収集 

11:45-12:45 日本人専門家へのインタビュー 

13:00-14:00 
IPS との協議 

（技術移転状況調査、資料収集） 

2 9/21 水 

14:00-17:00 C/P へのインタビュー 

9:30-10:30 C/P へのインタビュー 

3 9/22 木 
11:00-13:30 

日本人専門家及び調査団長との打ち合

わせ 

4 9/23 金 9:30-14:00 収集データ分析 

5 9/24 土 9:30-14:00 

 

ビジネスコース卒業生へのインタビュ

ー 

6 9/25 日   日本→ウィーン→ソフィア 資料作成 

10:00-13:00 JICA 事務所打合せ 

14:30-15:00 日本大使館表敬 

16:00-16:30 ブルガリア経済省表敬 
7 9/26 月 

17:00-18:30 JICA 事務所打合せ 

10:00-13:00 IPS との協議 
8 9/27 火 

14:00-18:00 ミニッツ案作成 

10:00-12:30 経済省との協議 
9 9/28 水 

14:00-17:00 ミニッツ案修正 

10:00-11:30 Joint Coordination Committee 
10 9/29 木 

13:00-17:30 ミニッツ案修正 

10:00-10:30 ミニッツ署名 
11 9/30 金 

14:30-15:30 日本大使館報告 

12:30-13:00 専門家と打合せ 

12 10/1 土 
14:00-17:00 

2005 年度下期 Global Management and Leadership Course 

開講セミナー 

13 10/2 日 午後 ソフィア発 

14 10/3 月   日本着 
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第 2章 プロジェクトの実績と概要 

2-1 実績と投入の総括 

投入実績と活動実績の詳細は以下に詳細に示すところである。本プロジェクトは人材育成とい

うブルガリアにとっても重要な案件であるため、プロジェクト成功のために多くの議論さらには

周到な準備がなされたといえる。とくに、カウンターパートの大学の幹部教員（UNWE 副学長、

IPS 所長）および講師の本邦でのオリエンテーションプログラムは多くの成果をあげ、プログラ

ム終了後のプロジェクト進行および講義においても有効な働きを示した。また、長期専門家さら

には短期専門家の本プロジェクトに対する努力および意欲は極めて高く本プロジェクトの成功の

重要な要因となっている。JICAブルガリア駐在員事務所の組織的・体系的取り組みも高く評価さ

れる。また、IPS所長の交代という体制の変化に際しても、ブルガリア政府および IPSの本プロジ

ェクトへの位置づけは変化しておらず、今後ともより強い連携が望まれる。 

現在は、中間段階であるが、コース修了生からも高い評価を得るなど実績があがっていると判

断できる。また、ブルガリア政府や日本大使館からも極めて高い評価が寄せられており、今後の

プロジェクトの展開に大きな成果が期待される。 

 

2-2 投入実績 

調査の結果、プロジェクト協力期間の中間点を迎えた現時点までは当初のイメージに従って適

切なタイミングで投入が行なわれていることが確認された。 

投入実績概要は以下のとおりである。 

 専門家はこれまでに長期 2名（現在も派遣中）、短期延べ 7名（2004年度 4名、2005年度

は中間評価実施時点までに 3 名）が派遣されている。長期専門家を中心にしたプロジェク

トチームが毎週ミーティングを実施することで、チーム内のコミュニケーションが十分に

図られているほか、ブルガリア側にチーム精神を醸成することに大いに寄与している。ま

た、短期専門家による実際のビジネス経験に基づく実践的な講義は非常に好評で、本プロ

ジェクトの主眼である現代的な経営手法に関するプログラムを提供することにより、ブル

ガリアに存在する他のビジネスコースとの差別化に大いに貢献している。 

 研修員受入は 2004年度に 3件実施し、12名を受け入れている。2005年度、2006年度は 2

件 10名を受け入れる予定。 

 機材についてはリストにまとめて整理した上、ミニッツに添付した。供与した機材は有効

に活用されていることが確認された。 

 プロジェクト実施に当たっては案件形成段階より立命館アジア太平洋大学（APU）から継

続した支援を得ており、専門家派遣、研修員受入、調査団派遣のあらゆる面で技術的支援

を得ることによって、一貫性のあるプロジェクト運営が行なわれている。 
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2-3 活動実績 

次に、プロジェクト開始（2004年 3月）より中間評価実施（2005年 9月）までの 1年半の活動

実績を要約する。 

 2004年 3月～2004年 9月はプロジェクト本格運営の準備段階としてセミナー開催等による

プロジェクト主旨の広報活動を行なったほか、企業向けアンケート（1,800社を対象）によ

る企業側の人材育成プログラムに対するニーズ調査を行ない、ビジネスコース科目の候補

絞込みを行なった。 

 2004年 9月に運営支援調査団を派遣し、2004年度下期ビジネスコースの詳細（科目数、受

講料、講義時間等）を決定した。また、協議の結果、2004年下期はパイロットコースと位

置づけ、試行結果を踏まえて 2005年度から本格コース1を実施することとした。 

 この間、2 件のカウンターパート向け本邦プログラムを実施した。2004 年 7 月～8 月の 3

週間に「ビジネスコース運営手法」と題して、Project Director、Project Managerの 2名を招

聘し、ビジネスコースの構想の仕方、運営方法について APU と協議を行なった。2004 年

11月～2005年 2月まで 3ヶ月にわたり、「ビジネスコース指導手法」としてブルガリア人

カウンターパート講師を招聘し、APUでのビジネスコース受講、東京を中心とした企業訪

問を通してケース作成を行ない、実践的な教材作りの作成、講義手法の習得を行なった。 

 2005年 3月末から 2週間、パイロットコースの成績優秀者 8名を招聘し、東海大学にて日

本の企業の実際例を視察するプログラムを実施し、パイロットコースを完了した。 

 2005年 4月から 2005年 9月まで 1回目の本格コースを実施し、成功裏に終了した。 

 この間、短期専門家派遣の際に、地方都市、ソフィアでの短期セミナーも数度実施した。 

 

2-4 成果の達成状況 

2-4-1 アウトプットの達成状況 

活動の実績や各アウトプット指標の現状に基づき、PDM2のアウトプット 1～5の達成状況を示

す。 

なお、以下に記述されるPDM上の内容（指標やプロジェクトの要約など）の和文表現は、英文

において合意された文章の仮和訳
2
である。 

 

                                                        
1
 本節において「本格コース」と記述されるものは、後述の「レギュラーコース」を意味する。説明のための文脈上、「パイ
ロットコース」に対して「本格コース」と表現した。 

2
 正文は英語のみのため、和文は便宜上調査団にて作成した。 
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アウトプット 1： ブルガリア中小企業経営者の実務的スキルを強化するために必要なビジネスコース

が IPS で開発され改善される。 

達成状況： 着実に達成されつつある。 

指標 1： プロジェクト終了時までに、プロジェクトの活動を通して、少なくとも 3 種類 4 個以上の

実践的な研修カリキュラムが、開発・改善される。 

 

なお、上記指標は、本中間評価時に従来の指標をより具体的なものにする目的で検討の上、修

正されたものであるが、その過程で議論されたポイントとして、以下の点を明記しておく。 

カリキュラムの種類とは、レギュラーコース、単発セミナー、カスタムメードの研修コースの

相違を持って種類として数え、3種類とする。 

1 種類のもとに可能性としては複数個のカリキュラムが存在しうるが、上記 3 種類のもとに、

今後開発・改善されるカリキュラムも数え上げ、合計で 4 個以上のカリキュラム数となることを

目標値として設定する。 

 

アウトプット 1の指標の現状 

指標 1： 

アウトプット 1 を達成するための活動は順調に進んでいる。現段階では、レギュラーコースと

して「Global Management and Leadership」（1個のカリキュラムと数える）が、また、地方都市や

レギュラーコースの開講式や修了式といった機会を活用して実施してきている単発セミナーにお

いて、「Management in Japan」など 2シリーズ（2個のカリキュラムと数える）がすでに開発され

ている。すなわち、2種類における 3個の研修カリキュラムが既に開発・改訂されている。今後、

個別企業のニーズに応じたカスタムメードのカリキュラムが開発・改善されていく予定であるこ

とが関係者間により確認されたことから、プロジェクト終了までに、少なくとも 3 種類に分類さ

れる 4 個以上のカリキュラムという目標数値が達成されると見込まれる。内容の質的な面におい

ても、すでに開発・改善されているビジネスコースの内容は、ブルガリアの中小企業経営者のニ

ーズに見合うものであることが、パイロットコースの卒業生を対象としたアンケートやインタビ

ューによって確認された。 

今後の課題は、モニタリングを継続しつつ、これらのコースのさらなる改善と、また、今後開

発されるカスタムメードの研修カリキュラム開発・改善を確実に遂行することである。そのため

には、卒業生や参加者からの意見を十分に改善に反映させることが重要である。 
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アウトプット 2： 指導教材や指導手法が改善されたコースのために開発され、維持される。 

達成状況： 着実に達成されつつある。 

指標 2： 各教科に対して指導教材とシラバスが、また手法に関するマニュアルが書面にて作

成される。 

 

なお、上記指標は、本中間評価時に従来の指標をより具体的なものにする目的で検討された結

果修正されたものであるが、その過程で議論されたポイントとして、以下の点を明記しておく。

 シラバスと教材はそれぞれ、各教科（教科ごとで、かつ全教科）について（電子データとし

てではなく）印刷された書面にて準備される。 

 教育手法に関するマニュアルについては、全体に関わることであり、教科ごとではなく、実

践的な手法について取りまとめたもの 1点が書面にて準備される。 

 

アウトプット 2の指標の現状 

指標 2： 

シラバスはすでに全教科について書面にて作成されている。指導教材については数科目におい

て、書面の形になったものが簡易製本されている。但し、これには授業で使用されたパワーポイ

ントのノートを製本したものも含めて数えている。これらの指導教材は、近い将来にMSDCの図

書館に並べられ、活用される予定である。プロジェクト終了時までには、すべての指導教材が、

上述したような形で英語もしくはブルガリア語で書面化される見込みである。学習教材が実践的

経営手法を学ぶことに有用といえるかどうかについては、受講者である企業経営者たちは有用だ

と感じている。但し、配布物としては、ハードカバーである必要はないがパワーポイントの要点

よりも詳しい説明のある教科書が欲しいという意見もあった。一方、講師陣には、分厚い教材を

学生は読まないという見方も同時にあるため、個々人の状況にもよるということになる。 

 

また、教育手法は、実践的経営手法を学ぶために有用だと受講者たちに感じられている。講師

が一方的に話すというブルガリアで一般的な授業パターンに対し、本コースは双方向（インター

アクティブ）手法が取られており、ケース・スタディやディスカッションに重点が置かれている

ことが大いに評価されている。受講生からは、同じ目線にたったやりとりであると表現された。

また、講師が、自分自身の企業経験を披露し、研修参加者とそれらの体験を共有することは大変

に有用であるとの指摘もあった。これらの手法に関して、すでに概略は当プロジェクト紹介のパ

ンフレットに紹介されているが、これを元に取りまとめた教育手法マニュアルが作成される予定

である。 
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アウトプット 3： 上述のコースのための IPS の管理者、講師陣が強化される。 

達成状況： 着実に達成されつつある。 

指標 3-1： MSDC で実践的なビジネスコースを遂行する力量のある管理運営者が少なくとも 1名

以上確保される。 

指標 3-2： ブルガリア人講師の半分以上が、プロジェクトで開発された手法を遂行するだけの能

力を獲得する。 

 

なお、上記指標は、本中間評価時に従来の指標をより具体的なものにする目的で検討された結

果修正されたものであるが、その過程で議論されたポイントとして、以下の点を明記しておく。

 管理運営者と講師では厳密には求められるものが異なることから、2 つの指標に分けること

で明確化した。 

 「MSDCの理念を理解し、ビジネスコースを管理運営、推進していくことのできる管理運営

者が 1名以上確保されること」を指標の一つとする。 

 「プロジェクトで開発された手法を用い（て授業を提供でき）ることのできるブルガリア人

講師（カウンターパート）が、その半分以上となること」を指標の一つとする。 

 

アウトプット 3の指標の現状 

指標 3-1： 

カウンターパートとなったブルガリア人講師が参画し、MSDC においてビジネスコースが新た

に開発され遂行されている事実を以ってすると、すでに、実践的なビジネスコースを遂行するだ

けの能力を備えた管理運営者が少なくとも一名存在していることを実証していると言える。但し、

現在は長期滞在する日本人専門家のバックアップがあることも事実であることから、プロジェク

ト終了後に専門家が引き上げた場合においても確実にブルガリア人の管理運営者がビジネスコー

スを遂行することを確実にしていくことがプロジェクト後半の課題となる。 

 

指標 3-2： 

技術移転を受けているカウンターパートであるブルガリア人講師陣たちは、MSDC において提

供されるビジネスコースで講師としての役割を果たすに十分な能力が培われたと言える。本プロ

ジェクトのカウンターパートであるブルガリア人講師たちは、従来からその資質・能力は高いが、

本プロジェクトを通じてさらに能力を高めている。具体的には、日本でのオリエンテーションプ

ログラムや日本人講師により提供される経営に関する講義の内容そのものはもちろん、日本人専

門家を含めたチームでの業務遂行経験などを通して、責任感、国際的な経験、学生に貢献するた

めに常にスタンバイしているという姿勢などを向上させている。また、本人たちも自らの変化を

自覚している。学生の感じている満足度も高い。パイロットコースでの経験、そこから得た教訓
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を経て、学生からクレームを出されるような質の低いレベルの講師は、現在はMSDCのビジネス

コースで教鞭をとっていない。 

このような事実に鑑み、当アウトプットは達成されつつあると言える。もちろん、これで完全

ということはなく、常に向上が必要だという意味からも、講師間相互の経験共有や受講生とのコ

ミュニケーションを通して教授法・スキルの更なる改善が期待される。 

 

アウトプット 4： 研修コースへの参加者（特に中小企業経営者から）に関する有効なリクルート方法が

研究され、系統だったやり方が確立する。 

達成状況： 成果は出つつあるが、同窓会などのネットワークを通じた宣伝や、ソフィア以外での

セミナー開催の活発化などにより、更なるリクルート方法に関する努力が期待されている。 

指標 4： レギュラーコースへの問合せ件数が各セメスターにつき、90 件を超える。 

 

なお、上記指標は、本中間評価時に指標をより具体的なものにする目的で検討された結果修正

されたものであるが、その過程で議論されたポイントとして、以下の点を明記しておく。 

 リクルート能力を測るために、問合せ件数を採用。申込者数とすると、これを決定する要因

には、リクルート能力以外の要因も含まれてしまうことから、情報が到達したことを示す一

つの証として、問合せ件数とした。 

 現時点における 1セメスターに月平均入学者数が約 30名であることから、その 3倍程度の問

合せ数として算出した。 

 算出根拠については、計算式を脚注として PDMに付した。 

 

アウトプット 4の指標の現状 

指標 4： 

問合せ件数については、パイロットコースと本格的に開始されたレギュラーコースとしての春

学期（第一期）に対してそれぞれ、120 件、85 件となっている。今般の指標が設定される前、す

なわち、中間評価以前においては問合せ記録フォームを記入して提出・集計することを義務付け

ていなかったことから、実際の問合せ件数は、これらの数字よりもさらに大きいものと推測され

る。一方、申込者数については、パイロットコース 21 名、春学期（第一期）28 名と上昇傾向で

推移している。しかしながら、関係者は、これまでは IPS という評判の高い教育機関の知名度に

より参加者が集まるとの予測があったが、現状は期待どおりにはいかなかったことから、リクル

ートに関してさらなる努力が必要であると感じ始めている。パイロットコース卒業生のアンケー

ト・聞き取りからは、MSDC でのビジネスコースを知った経緯として、新聞広報（2 名）、教授

による宣伝（2名）、看板広告（1名）と、マスメディアなど広く一般に広報されるチャンネルを

通じたものも多いが、今後は卒業生のネットワーク（同窓会など）で口コミでも広がることが期

待される。 

- 21 - 



 

また、レギュラーコースや関連セミナーへの申込者数を増加させるために、ソフィア以外の地

方都市におけるリクルートチャンネルの強化やセミナー開催などの努力が期待される。 

 

アウトプット 5： 卒業生のためのアフターサービスとモニタリングが IPS で準備される。 

達成状況： プロジェクト実施の後半において実現がなされていく内容のアウトプットであり、その

準備が開始された。 

指標 5-1： 卒業生に対するモニタリングが、質問票を用いて定期的に実施される。 

指標 5-2： プロジェクト終了時までに、IPS 内に設置される、MSDC 卒業後の卒業生への支援を

目的として卒業生と講師をつなぐ機能を果たす相談部署に対して、少なくとも 1 名の

要員が確保されなければならない。 

 

なお、上記指標は、本中間評価時に指標をより具体的なものにする目的で検討された結果修正

されたものであるが、その過程で議論されたポイントとして、以下の点を明記しておく。 

 5-2 の表現（英文）において、allocated ではなく、secured という単語を選択したが、その根

拠として、ブルガリア側の理解では前者が予算配置を伴う人員の指名・配置と定義されるこ

とに対し、後者は必ずしも予算配置がなされずとも、（兼任などで）実質的な人員（機能）

が確保されることを示すものという理解のもとに合意された。 

 

アウトプット 5の指標の現状 

指標 5-1： 

中間評価時点においては、パイロットコースの受講生が卒業してからまだ 5 ヶ月余りしか経過

しておらず、コースを受講した影響が経営上での成果として現れてくるためにはまだ時間がかか

ることが予想されることから、定期的に行なわれることになっている卒業生に対する質問票を用

いたモニタリングはまだ行なわれていない。しかしながら、質問票の準備についてはすでに着手

されている。 

 

指標 5-2： 

コース修了者への事後のアンケートについては、これから準備される段階にある。また、アフ

ターサービスについては、現在のところ、個人ベースで（個々のつながりで）連携、相談が行な

われており、組織メカニズムとしての窓口が設定されたという状態にはなっていない。卒業生の

同窓会などが設置されれば、より組織的な動きが期待されるが、その動きは始まったばかりであ

る。この同窓会設置の動きとともに、今般の中間評価を経て、卒業生が企業経営にかかる様々な

相談をもちかけられるサービスを提供できるよう、MSDC における教授と卒業生のつなぎ役とな

る機能を担う人材を確保する努力がなされることとなる。 
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2-4-2 プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標 中小企業経営者のための実践的なビジネス人材育成センターが IPSの中に確立され

る。 

達成の見込み： アウトプットの着実な達成、プロジェクト目標を測る指標の達成の可能性の進展から

鑑みるに、課題に関する今後一層の努力が図られるならば、プロジェクト終了時までに、プロジェクト目

標が達成の見込みは高い。 

指標 1： ビジネス人材育成センター（MSDC）により提供されるプログラムへの参加者が、プロ

ジェクト終了までに、500人に到達する。その内の最低150人はレギュラーコース参加

者とする。（ビジネス人材育成センター=Business Management Skills Training Center

の英語の正式名称は、Managerial Skills Development Center＝MSDC） 

指標 2： 70%以上の参加者から、研修コースが各自の経営にとって実務に適用可能である、と

の評価を得る。 

 

なお、上記指標は、本中間評価時に指標をより具体的なものにする目的で検討された結果修正

されたものであるが、その過程で議論されたポイントとして、以下の点を明記しておく。 

 MSDCの提供するプログラムへの参加者数の合計目標値を 500とする。 

 MSDCの提供するプログラムとは、レギュラーコースのみならず、単発のセミナーなどを含

む。 

 上記 500名の内の 150名に関してはレギュラーコースの参加者とする。 

 レギュラーコースの参加者は、卒業できなかった者の数も含める3。 

 PDM1作成時に指標が議論された際に 500名という目標値が設定された背景には、当初想定

されていたビジネスコース（レギュラーコース）と称されるものは、3 ヶ月間程度の期間を

想定していたが、プロジェクト開始後、公的な修了証書を発行するにはコースの期間を教育

省が指定する必要要件である 5 ヶ月間に延長する必要が生じた。これに伴い、3 年間に実施

できるレギュラーコースの回数が、当初よりも減ったことで、当然ながら卒業生数も減少し

たものである。このような状況の変化に応じるとともに、当初設定した目標値の達成という

両方の観点から、今般の指標修正が行なわれた。 

 

(1) アウトプット 1～5の達成 

「2-4-1アウトプットの達成状況」にて述べたとおり、アウトプットは、その達成のために必要

な活動が着実に進捗することで、達成されつつある。 

 

                                                        
3
 卒業しなかった受講生、すなわち中途退学者を指標上どのように取り扱うかについて議論がなされたが、卒業しなかった原

因には様々な要因があることから、今般の表現にすることが適切であるとの合意に達した。 

- 23 - 



 

(2) プロジェクト目標の達成 

プロジェクト終了までにプロジェクト目標達成が達成される見込みは、中間評価の時点で高い

と言える。その根拠は、以下の指標の現状に示される。 

 

指標 1： 

参加者数（少なくとも一旦は入学した受講生）は、パイロットコースで 21人、春学期（第一期

生）が 28名、次期コースから 3回のコース開催が予定されるが各回 30名を想定すると、プロジ

ェクト実施期間中に合計 5 回のレギュラーコースが開催されることから、それへの参加者数合計

はプロジェクト終了時までに約 150 人に到達すると見込まれる。但し、リクルートの改善との関

連から、この数値の実現が容易になされるとは断言できず、実現にはより一層の努力が必要であ

る。単発のセミナー参加者は、現在約 270 名になっている。但し、この数値は、レギュラーコー

スの受講生や日本人関係者なども含まれる延べ数であることから、プロジェクト終了時までに、

重ねて数えられている人数を差し引いたネットの数値をモニタリングする試みが開始されている。 

 

指標 2： 

パイロットコースのアンケートは現在、集計・分析中であるが、ビジネスコースが各自の経営

実務に適用可能であると総合的に判断した卒業生の割合は優に 70%を超えると予測される。パイ

ロットコース卒業生の聞き取り結果によれば、研修コースの内容は実務に大いに適用できるもの

と感じられており、実際すでに実践されている。また、第一回目の卒業生についてのアンケート

も今後集計・分析されることになるが、パイロットコースでの教訓を反映して（例：パイロット

コースでは金曜の夜及び土日が授業日であったが、金曜日の参加が困難であったため、土日に授

業を集中させた）改善されていることから、より満足度は高まっていると想定される。従って、

「70%以上の参加者から、研修コースが各自の経営にとって実務に適用可能である、との評価を

得る」かどうかに関して、現状ではこの指標に示される目標値に到達していると言える。 

 

2-4-3 上位目標達成の見込み 

上位目標 1. プロジェクトで確立された研修コースに参加する中小企業経営者の経営手法が強化

され、それぞれの企業において具体的な成果が現れる。 

上位目標 2. ブルガリア関連機関により、ビジネス人材育成センターの実践的教育の質が維持さ

れ、センターがさらに発展する。 

達成の見込み： 上位目標 1 については、プロジェクト終了後数年をかけて達成される確率は中間評

価段階で高いといえる。一方、上位目標2に関しては、一定の条件が確保されることを条件に、達成の

見込みが高まる。 

指標 1： 研修コース卒業生の50%以上が、当該研修コースが各自の経営上の具体的成果を上

げるために貢献したと評価する。 

指標 2： プロジェクト終了後（少なくとも 3 年間）も引き続き、同様の数の参加者数を維持する。
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上位目標指標 1： 

プロジェクト目標の指標 2（研修コースが各自の経営にとって実務に適用可能であるとの評価

を参加者から得ているかどうか）を参照のこと。卒業して既に数ヶ月を経ているパイロットコー

スの卒業生からは、コースで学んだ内容は実務に大いに適用できるものであり、実際すでに、TQM、

HR（人的資源）計画、改善、マーケティングや広報戦略、 SGA（小グループ活動）、品質管理

などの実践活動を既に開始していることが報告されたことから、これらの活動の成果が時間的経

過を経て、経営へのポジティブな結果として現れるものと予想される。 

 

上位目標指標 2： 

現時点では、レギュラーコースへの申込者数は、21名、28名と全員を受け入れることが可能な

人数内に収まっている。また、増加の傾向が見られるものの大幅な増大傾向とは言えない。また、

大幅に受講生が増大した場合に対応する講師陣の量的拡充の一手段として、将来の講師となる人

材を養成するための関連機関職員の派遣は予定されていないことが確認された。但し、MSDC を

今後も関連組織として引き続き支援していくことについては改めて確認された。従って、このよ

うな組織としての支援意思が、プロジェクト終了後にも少なくとも現在以上の受講生数と提供す

る教育の質を維持するための具体的な方策へと結びつくことが必要と思われる。この点が確保さ

れることを条件に、上位目標達成の見込みが高まる。 

 

2-5 プロジェクト実施体制 

プロジェクトの実施体制は、関係省庁・機関
4
を含めた合同調整委員会のもとに実質的な活動を

行なうプロジェクトチームが設置されている。また、ブルガリア国内でのこの体制を支援するた

めに、日本国内には、国内支援委員会が設置されている。 

 

プロジェクトの最高意思決定機関であり、合同調整委員会議長役を輩出する機関は、経済省で

あったが、2005 年夏の政府組織改変により、経済エネルギー省へと変化した。9 月に行なわれた

第 4 回合同調整委員会（中間評価調査団出席）では、上述の変化ゆえに本プロジェクトが不利益

な影響をこうむることは一切ないこと、今後も、政府の中小企業振興政策のもと経済エネルギー

省を始め関連の機関が引き続き従来と同様の支援を本プロジェクトに供与することが確認された。 

 

合同調整委員会のもとに、プロジェクト・ダイレクター、プロジェクト・マネージャーが位置

する。プロジェクト・マネージャーには、従来はIPS所長がついていたが、ネデルチェバ前所長の

退職に伴い、これまでの実質的な体制を維持するために特別に副所長のポストを設置し、ネデル

                                                        
4
 経済エネルギー省、中小企業振興庁、IPS（国立ソフィア総合経済大学附属大学院）、JICAブルガリア事務所、日本大使館。

これら関連機関の連携は、基本的に良いと思われるが、今般の中間評価調査の中で、中小企業振興庁からの質問票回答に「情

報提供が不足している」との指摘があった。そこで、PDMの修正を含め、情報の共有を強化するように合同調整委員会議長

の立場にある経済エネルギー省に口頭にて依頼した。 
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チェバ氏がIPS副所長としてプロジェクト・マネージャーに留任したことから、現状ではIPS所長

はプロジェクト・マネージャーという位置にはない。一方、大学側の組織改変により、IPSが国立

ソフィア総合経済大学の一組織（Division）と明確に位置づけられることで、独立性が減少した
5
と

言える。特に資金的な側面での制約も存在すると見られるものの、中間評価時点では、IPS総体と

して本プロジェクトを従来どおり支援していくことがIPS所長により表明された。新たに任命され

たIPS所長に対しても、プロジェクト・マネージャー（ネデルチェバIPS副所長）を通じてプロジ

ェクト関連情報が提供されているが、現在英語でのみ作成されている定例会議（次段落に後述）

のミニッツも英語からブルガリア語に訳したものを提供することでより円滑な情報共有を図る方

向性である。 

 

プロジェクト・マネージャー（IPS副所長）を含めたカウンターパート全員と日本人専門家から

成るプロジェクトチームが、毎週実施される定例の会議を通してプロジェクト運営に必要な情報

交換・議論を行ない業務を進めており、チームとしてのプロジェクト推進が図られている。この

ようなフォーマルな連携に加えて、日常の会話のやりとりなど普段からの総合的なコミュニケー

ションによっても情報や意見の交換が行なわれプロジェクトにフィードバックされている。 

 

2-6 技術移転状況 

詳細は、成果の達成状況、特にアウトプットの達成状況に既に述べた。「2-4成果の達成状況」

参照。 

教育手法に関しては、従来は「上位の」教授から「下位の」学生へといったスタンスに立つ一

方通行的講義が多かったのに対し、同じ目線に立ち、自由に議論しあえる双方向な授業、ケース・

スタディなど実際の経営に活かすことを重視した教育手法を用いるようになってきている。また、

前述したプロジェクトチームによる会議やセミナーなどを通じて、それぞれが学んだ新しい手法

や知識などの共有が講師間においてなされるようになってきている。業務の進め方においては、

個人主義の優先してきた従来のやり方から、チームワークの効用を最大限に活かすやり方を学び

つつあり、日本のマネジメントなどいわゆる日本人が講義することに強みがあると思われる教科

に関しても、ブルガリア人講師の中に、同様の講義を受け持つ力量を備えつつあることが聞き取

り調査から判明している。 

 

                                                        
5
 大学本体からの運営への関与が増した一方で、IPSに対して大学から予算が有利に配置されるわけではない。 
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第 3章 評価結果 

3-1 評価結果の総括 

プロジェクトは、予定通り活動が進捗しており、設定された 5 つのアウトプット、すなわち、

カリキュラムの開発、教材及び教育手法の開発、講師陣の強化、リクルートシステムの改善、ア

フターサービスの確立、が着実に結果を出しつつあることから、プロジェクト終了時までに「中

小企業経営者のための実践的なビジネス人材育成センターが IPS の中に確立される」というプロ

ジェクト目標が達成されることが現段階では見込まれる。 

 

今般の調査で、プロジェクト目標を測る指標として、参加者数 500 名（内、レギュラーコース

への参加者数 150 名以上）が目標値として確定された。レギュラーコースへの参加者数は、パイ

ロットコースで 21人、第一期生が 28 名と増加していること、ソフィア以外の地域で単発のセミ

ナーが開催され始めていること、今後は個別のニーズ（企業、自治体等）に応じたカスタムメー

ドのコースも開発する予定であることから、今後も引き続き努力を続けることにより、当該目標

値が達成されることが期待される。また、卒業生からの聞き取りなどから、MSDC にて提供され

るビジネスコースの内容は中小企業経営の実践に大いに有用であることが確認された。 

 

5 項目の観点からは、次節に詳細を述べるが、妥当性は極めて高く、インパクトも出始めてい

る。有効性や効率性も高いが、自立発展性については一定の条件が整えば高いと判断できる状況

である。従って、自立発展性を高めるために、プロジェクトとして特に経済的自立発展性確保を

目的とした構想を実現するための行動を起こすように提言を行なった。 

 

3-2 評価 5項目による分析 

本節では、これまでの記載事項を踏まえ、「評価 5項目」の観点から評価結果を記載する。 

 

3-2-1 妥当性 

結論：本プロジェクトの妥当性は、必要性の観点から非常に高い。 

 

当プロジェクト目標、上位目標は中間評価の時点において妥当である。以下にその根拠を示す。 

 

(1) 上位の国家開発計画との整合性 

2000年～2006年の期間を対象とする「中小企業振興国家戦略」を通じた中小企業振興が産業競

争力強化政策の一環として推進される中、当該プロジェクトの目指すことがブルガリア国政策と

合致することが、組織改変された経済エネルギー省により改めて確認された。従って、ブルガリ

アの経済開発セクター・中小企業振興における本プロジェクトの必要性は極めて高いと言える。 
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(2) 日本の開発援助政策との適合性 

2007 年に EU 加盟を目指しているブルガリアに対して、わが国は 1.市場経済化、2.環境保全、

3.農業振興を重点分野に技術協力を実施していくこととしている。市場経済化支援の内容の中に

は、企業の経営能力向上・中小企業支援が含まれており、本プロジェクトが上位目標として設定

する開発目標と合致している。 

 

(3) ターゲットグループのニーズとの整合性 

現在のブルガリアでは、国家の開発課題である政策目標を達成するべく、政府がビジネス・ス

キルの向上と企業家精神育成の施策を実施しているものの、中小企業経営者が実践的なスキルを

身につける機会がほとんど存在していないという背景がある。中小企業経営者であるコースの卒

業生へのアンケートや聞き取り調査からは、コースの提供する内容は大いに中小企業経営のニー

ズに合致することが明らかになっているが、本プロジェクトは、その中小企業経営者を育成する

ためのコースにて教鞭をとる講師やコース管理運営者を強化するというアプローチをとっている。

当該プロジェクトにより設置されるビジネス人材育成センターにおいて教鞭をとる講師陣を養成

する必要性があり、この核となるブルガリア人講師陣にとって実践的な教育手法（インターアク

ティブな教授法、ケース・スタディ、企業訪問など）は従来弱かった部分であり、実践的経営手

法、日本的経営、それを教授する教育手法を学ぶことに対する強いニーズが存在している。 

 

3-2-2 有効性 

結論： プロジェクトの有効性は、設定された 5つのアウトプットの着実なる実現によりプロジ

ェクト目標に向けプロジェクトが進捗していることから、高いと判断できる。 

 

プロジェクトは、予定通り活動が進捗しており、設定された 5 つのアウトプット、すなわち、

カリキュラムの開発、教材及び教育手法の開発、講師陣の強化、リクルートシステムの改善、ア

フターサービスの確立、が着実に結果を出しつつある。また、プロジェクト目標達成の見込みに

ついては、2-4-2に既に記述したとおりである。ビジネス人材育成センター（MSDC）により提供

されるプログラムへの参加者がレギュラーコースへの参加者約 150人程度含めての 500人にプロ

ジェクト終了時までに到達することが見込まれること、70%以上の参加者から、研修コースが各

自の経営にとって実務に適用可能である、との評価を得ていること、現在もさらなる努力が積み

重ねられていることにより今後もそのような状況が継続するであろう。さらに、プロジェクト目

標達成に必要な外部条件については、十分な数の企業経営者が当該コースのために時間的に余裕

を持ち、コースを活用したいと強く望むという状況、IPS が当該教育機関の中で、実務ビジネス

マネジメントスキルの養成に対して高い優先度を置き続けるという点について特に変化がないこ

とから、プロジェクト終了時までに「中小企業経営者のための実践的なビジネス人材育成センタ

ーが IPS の中に確立される」というプロジェクト目標が達成される確立は高いことが現段階では

見込まれる。 
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3-2-3 効率性 

結論： 投入されたものがアウトプットに効果的に転換されていること、成果が現れつつあるこ

とを考慮すると、プロジェクトの効率性は、概ね高いと言える。 

 

(1) 投入の適正度 

投入の実績については、「2-2投入実績」を参照。基本的には無駄のない必要かつ最小限度の投

入がなされている。 

 

(2) 成果の達成度 

成果の達成度に関しては、「2-4成果の達成状況」を参照。成果（アウトプットの達成度、プロ

ジェクト目標達成度）と投入の度合いとの比較からも、成果が十分に現れつつあり、効率性は高

いと言える。 

 

(3) プロジェクトの支援体制 

合同調整委員会が約半年に 1 回開催され、これまでに 4 回（中間評価調査の際の第四回会合を

含む）開催されている。プロジェクト実施関係者は、合同調整委員会から支援を得ていると感じ

ている。また、JICA事務所や日本大使館からの強い支援が存在している。日本側の支援体制であ

る国内支援委員会や日本国内で支援をする関連機関に関しても、プロジェクト実施関係者はそれ

ら機関から支援されていると感じている。 

 

3-2-4 インパクト 

結論： すでに卒業生は、当該コースで獲得したビジネス・スキルを実際の経営に応用し始めて

いることから、長期的なインパクトが発現し始めていると言える。また、個人主義の強

いブルガリアにあって、受講生同士やその指導にあたる講師陣の間においても、チーム

ワークの重要性が実感され始めているなどインパクトは大きい。 

 

(1) 上位目標達成の見込み 

既に記述した「2-4-3上位目標達成の見込み」を参照。 

 

(2) その他、プラスのインパクト 

受講生全体にもプロジェクトの掲げる精神、新しいビジネスリーダー像に対する理解向上が見

られる。また、プロジェクトチームメンバー内に組織マネジメント、チームワークの重要性が浸

透してきている。 
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(3) マイナスのインパクト 

プロジェクト実施により引き起こされたマイナスのインパクトは、中間評価時点において特に

観察されない。 

 

3-2-5 自立発展性 

結論： プロジェクトの自立発展性の見込みは、以下の点を根拠に、一定の条件が満たされるこ

とを前提に高いと判断できる。 

 

(1) 組織的自立発展性 

本プロジェクトが推進する革新的なビジネスコースを展開する国立大学に付属する機関として、

IPS が、中小企業振興に果たす役割の重要性がブルガリア政府にも認識されており今後も引き続

き政策的支援が見込まれ、組織的な観点からの自立発展性について高いと判断できる。 

 

(2) 財政的自立発展性 

経済的自立発展性については、今後の財源の確保に関して一定の条件が確保されなければ、高

いと判断することは困難である。現時点においては、円滑な予算執行、将来の財源確保が必ずし

も十分とは言えない。今後のビジネス人材育成センターの運営財源が主として授業料に依存する

ことを考慮すると、現在の学生数では継続的な維持に対し不十分である。一方、倍増する学生を

受け入れるだけの教授陣が配置されているとは言えないことから、講師陣の拡充準備が必要とな

るがこれに対する具体的な計画は特に示されなかった。また、ビジネスコースの参加者を引き寄

せる大きな魅力の一つが、日本人講師と日本的経営を直接学べるという点にあるならば、今後、

協力期間終了後に日本人講師を招聘したり、日本へブルガリア人研修生を派遣するなどの費用捻

出が極めて困難になった時、他の機関が提供しているビジネスコースとの差別化が図れず、その

結果学生をひきつける魅力が減少する恐れが高い。 

但し、このような課題に対処するために、様々な計画の芽が存在していることは事実である。

例えば、ネデルチェバ IPS 副所長の下でプロジェクト終了時までに IPS を上部組織である国立ソ

フィア総合経済大学から独立した法人にする構想がある。しかしながら、独立法人とすることで

大学本体に影響されずに柔軟に活動を拡大していくことが可能であるようだが、資金面、大学と

の関係等円滑に進むのか不透明な部分が多い。また、EU加盟に備えて、法律が改正され、EU加

盟国の大学がブルガリア国内に大学を設立できるようになるなど教育機関間の競争激化が予想さ

れる中、プロジェクト終了後も日本側とのコミュニケーションを継続しビジネスコースの差別

化・発展を図っていきたいとの表明がなされた。加えて、日本ビジネスセンターやリージョナル・

センターとして位置づける可能性も言及された。従って、このような発想を実現化すること、そ

のために、運営財源を授業料に依存するビジネス人材育成センターの実際の運営に対応する教授

陣の拡大や、現在のMSDCのセールス・ポイントである日本人講師の招聘やブルガリア人研修生
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の日本派遣をプロジェクト終了後どのように展開していくのかを財政的観点から検討し、確保す

るという条件が満たされた場合に初めて、経済的観点からの自立発展性が高いと表現できる。 

 

(3) 技術的自立発展性 

MSDC でビジネスコースの教鞭をとるカウンターパートとして配置された IPS の講師は、新し

い教育手法を吸収し、当プロジェクトのコンセプトをさらに展開していく能力を着実に身につけ

ており、また、IPSへの定着率も極めて高いことから、技術的な観点からの自立発展性は高い。 

 

3-3 提言 

プロジェクトの課題は、プロジェクト終了後の自立発展性をいかに残りの期間で確保していく

かにある。そこで、プロジェクト終了後の自立発展性を確保するために、終了までの約 1 年半の

間に、以下 3点について行動を起こすようにプロジェクト側に対し提言した。 

 

(1) MSDCの財政的観点からの自立発展性を確保することを目的として、現在検討されている計

画や可能性を実現するために必要な行動を起こすこと 

(2) プロジェクト実施におけるブルガリア側イニシアティブのさらなる促進を図ること 

(3) 将来の協力パートナーである周辺国とのネットワーキング活動をさらに推進すること 
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第 4章 今後の計画 

4-1 今後の計画の総括 

今回の中間評価では本プロジェクトが順調に推移しており、協力終了を迎える 2007年 3月まで

にはプロジェクト目標である「中小企業経営者のための実践的なビジネス人材育成センターが IPS

の中に確立される」と見込まれている。今後とも受講者募集活動の強化、500人の受講者の確保、

地方セミナーや企業セミナーなど短期研修の更なる展開、一層の教授人材の養成、IPS における

本プロジェクトの体制強化、経済エネルギー省との緊密な連携が必要である。 

また、現状では IPS からのプロジェクト運営に関するすイニシアチブが十分ではなく、研修終

了生へのサポートも組織対応するには至っていないという課題も残っている。 

 

4-2 投入計画 

 長期専門家については、当初はプロジェクトの最初の 2年間のみ派遣という計画であった

が、プロジェクト終了後にMSDCが自立的に運営されていく道筋をつけるためには最終年

度も継続的に長期専門家を 1名派遣することが必要であると判断した。ただし、MSDCの

基本的な屋台組み（ビジネスコースのカリキュラム作成、受講生募集、テキスト作成等）

はこれまで（及び現在派遣中の長期専門家の任期が終了する 2006 年 3 月まで）の活動で

固められると考えられるため、ビジネスコース運営面における 3年目の長期専門家の役割

としてはよりファシリテーター色を強め、ブルガリア側の自発的な運営をサポートするこ

とが期待される。 

 あわせて、カスタムメードコースの確立、コース運営マニュアル作成、プロジェクト終了

後の展望形成などプロジェクト後半に重点的にすすめるべき課題もあり、これらについて

は専門家とブルガリア側の綿密なコミュニケーションにより進めることが必要である。 

 短期専門家、研修員受入についてはこれまでの投入が適切であったと確認されたことか

ら、今後も同程度の投入を行なうこととする。 

 

また、投入に当たっては、MSDC の将来的方向性を視野に入れ、以下の点が留意事項として挙

げられる。 

 カウンターパート機関の IPSでは、ネデルチェバ副所長の下でプロジェクト終了時までに

IPS を上部組織である国立ソフィア総合経済大学から独立した法人にする構想がある。独

立法人とすることで大学本体に影響されずに柔軟に活動を拡大していくことが可能であ

るようだが、資金面、大学との関係等円滑に進むのか不透明な部分が多く、プロジェクト

終了後の自立発展性との関連からも注視していく必要がある。 

 今後の課題に IPSを地域のビジネス人材育成の拠点とする構想があり、現在グルジア、ア

ルメニアの JICAプロジェクトとの連携が最も可能性がある。IPSとしてはそれらの連携を
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行なう用意はできているとのことであるため、JICAとしても情報提供を行ない、連携が円

滑に進むよう側面支援が必要。 

 プロジェクト開始当初の Project Managerである IPSのネデルチェバ所長の定年退職に伴い

IPS の所長が交替したが、ブルガリア側では新たに国際プロジェクト担当の副所長ポスト

を設置し、ネデルチェバ氏がこれに就任し、本プロジェクトに関しては全権委任されてい

るため、プロジェクト終了まで一貫した関与が確保されており、安定した環境の中で一貫

性のある長期的展望の構築が可能な体制となっている。 

 

4-3 技術移転計画 

ブルガリアの人材育成プロジェクトは、今後のブルガリアの EU 加盟やさらなる市場経済化推

進に向けて極めて高い意味をもっている。今回のプロジェクトを契機として、企業レベルでのブ

ルガリアと日本の経済連携を継続、さらに発展させる必要があることを念頭に、ブルガリア経済

エネルギー省として、2005年 8月に「日本ビジネスセンター」に関する提案を日本側におこなっ

ている。この趣旨は、日本とブルガリアとの経済交流をさらに活発にするとともにプロジェクト

の自立発展性を保証するものである。さらには、ブルガリアの EU 加盟後も、本プロジェクトの

成果を基本に、日本とブルガリアとの協力により中・東欧の第三国へのビジネス人材育成という

新しいタイプの技術移転計画が期待される。 

 

4-4 その他 

日本とブルガリアとの技術協力協定の発効に伴い、現在シニアボランティア（SV）の募集が行

なわれており、リクルートが出来れば、生産管理の SV1名が IPSに派遣される見込みである。SV

は工場診断や企業内研修を行ない、企業の改善事例を IPS のセミナー等で発表し、成果を当該セ

クターに還元することを意図している。SVが派遣された場合には、本プロジェクトと協力しつつ、

中小企業の技術者の育成を行なうことが可能になる。 

本プロジェクト終了後の自立発展性については、経済エネルギー省、IPSとも最重視している事

項であり、仮称「日本ビジネスセンター」を IPS に設立し、将来的には東欧周辺地域のセンター

として発展させたいとしている。このため、グルジア、アルメニアの JICAプロジェクトとの連携

やスロバキアからの講師の派遣、講義の英語化、TV会議の活用、更には第三国研修の実施に向け

て努力することが期待される。 
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